
［要旨］

印中関係の協力的側面と競争的側面の両義性については、近年研究者、専門家の間で

さまざまな議論がなされてきた。しかし、2020年6月に発生したガルワン渓谷における

軍事衝突以降、少なくとも安全保障分野におけるインドの中国に対する対応は、一段と

「強い」ものになっている。本稿では、ガルワン危機以降のインドの安全保障政策の変

化として、第1に対中シグナリング、第2に経済安全保障面での対応に着目した。

これまでインドは国境問題と大国間政治（米中競争）を切り離すべく、日米豪との連

携が対中封じ込めを意味しないというメッセージを発し続けていたが、ガルワン危機以

降米国やその同盟国との連携を抑制する「中国配慮」をやめているように見える。また、

「自立したインド」を打ち出し、対中国輸入依存からの脱却と、中国に代替してグロー

バル・サプライチェーンの一角を占めることを目指している。日米豪印（QUAD）にお

ける協力が経済安全保障に移行することは、インドの利益に合致している。

1 競争と協調の印中関係

2020年6月、ガルワン渓谷における印中間の軍事衝突は、両国に45年ぶりの死傷者をもた

らし、国境地域における緊張を一段高いレベルに引き上げた。実効支配線（LAC）における

衝突は、2012年から間髪的に生起していたが、軍事的エスカレーションは管理され、最終的

にはトップレベルで政治的解決が図られるというパターンが繰り返されてきた。しかしガル

ワン危機後は、国境問題を棚上げした二国間の首脳会談は行われていない。少なくとも、安

全保障分野において、インドの中国に対する対応は、一段と「強い」ものになっていること

は間違いない。

しかし、印中関係の特徴とされてきた協力と競争の両義性が、今後どちらの方向に振れる

のかについては、研究者、専門家の間でさまざまな見方がある（1）。例えば抑止論に依拠しな

がらも、オラパリーと、ジョシとムカジーは、正反対の評価をしている（2）。オラパリーは、

2012年以降の国境における危機の収束を、「評判」理論を用いて説明を試みる。中国もイン

ドも相手方に「決意」ではなく「安心感」を伝えようとしており、それはガルワン危機にも

当てはまるとする。一方ジョシとムカジーは、すでに2010年代から中国の軍事近代化や国境

インフラ整備に対して、インドは拒否的抑止から懲罰的抑止へと戦略を変更してきたとする。
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オラパリーは、危機の収束にも協調的側面を見出し、ジョシとムカジーは両国の安全保障ジ

レンマの激化とインドの対応に競争的側面を見出しているのである。

国際関係論において、印中関係の競争的側面が研究対象として注目されるようになったの

は、中国とインドの台頭に関連している（3）。印中間の競合性を最初に包括的に示したのはア

メリカの中国研究者ガーバーであり、両国の地政学的両立不可能性と、安全保障ジレンマの

必然性を主張した（4）。インド人研究者で印中間の地政学的対立を早くから主張していたのは、

マリクやパントなど、米国や英国に活動の拠点を移している研究者に限られていた（5）。2009

年頃からインドを研究対象とする一群の安全保障研究者らによって、中国がインド洋におい

てインド封じ込めを行っているという主張が広く発信されるようになる（6）。

これに対して、協調の側面に焦点を当てる研究者は、印中間の経済相互依存や、多国間組

織における協力に着目してきた（7）。実際、2017年のドクラム危機後、両国の撤退合意は、厦

門で開催されたBRICS首脳会議の直前に発表されている（8）。BRICS、上海協力機構（SCO）、

ロシア・インド・中国（RIC）におけるインドと中国の協力の基盤は、「多極世界」という理

念と、先進国が支配するグローバルな貿易・金融システムの変革という利益の共有である。

最近の研究では、世界貿易機関（WTO）において、印中の「同盟」が米国に対する団体交渉

に成功したことを明らかにしている（9）。

2 過去の経緯―同盟の否定と地域におけるバランシング

インドと中国の関係は、1962年の戦争以降80年代末までの間、最小限の交渉レベルを維持

していた。1971年、第3次印パ戦争と米中和解に向けた動きとが連動して、南アジアにおい

ては米国・中国・パキスタンとインド・ソ連が対峙する構造が創出された。しかし、米国・

ロシア・中国の三角関係を反映する大国間の国際政治と印中の2国間関係は切り離されてき

た。インドにとって中国は、国境紛争を抱える国であるとともに、直接の脅威であるパキス

タンを支援する国として、安全保障上の懸念国ではあったが、差し迫った脅威ではなかった。

中国との関係が大きく変わるのは、1990年代終わりから2000年代初めにかけてである。ま

ず協調の側面であるが、1993年のナラシムハ・ラーオ首相訪中、そして1996年の国家主席と

して初となった江沢民訪印の際にそれぞれ合意された2つの協定を出発点として、両国は信

頼醸成措置を積み重ねていく（10）。2003年のパジパイ首相訪中の際に発出された「インド・中

国関係の原則と包括的協力に関する共同宣言」では、国境問題の新たな解決枠組みに合意し

たのに加えて、インドがチベットを中国の領土であることを認め、「一つの中国政策」を維持

することも述べられている（11）。2005年に温家宝首相とマンモハン・シン首相との間で発出さ

れた共同声明では、経済協力の項目が目に見えて増え、2008年までに貿易を200億ドルに拡

大するという目標額も設定された（12）。実際の貿易は目標を上回るペースで伸び続け、2011年

には730億ドルに達した。こうした協調側への変化は、中国とインドの経済自由化、そして

グローバル経済への統合を要因としている。

同時期に、印中関係が大国間政治と結びつくことによる競争の側への動きも芽生える。

2001年に発足したブッシュ政権は中国を競争相手と位置付ける一方で、インドを「責任ある
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国家」として原子力協力を推進した（13）。以後、米国は「民主主義」インドへの関与を強め、

共同演習、兵器供与を進展させる。インドは2016年に米国の「主要な防衛パートナー国」と

位置付けられ、中国、北朝鮮、イラク、ロシアへの輸出管理を厳格化する一方でインドに対

する軍事技術アクセスは開かれる方向にある。

大国間政治と印中関係の結合について、インドはどう見るのか。興味深いことに、2012年

に発表された有識者報告『非同盟2.0』では、大国間競争を「機会」と捉えていたインドであ

るが、2018年のシャングリラ会議ではモディ首相が大国間競争を批判し、既存の大国と台頭

する大国の双方に対して競争が対立に向かわないように呼びかけている。『非同盟2.0』で

「機会」とされる理由は、インドにとってパートナーを選択する自由が広がるという認識から

である。国境、そして海洋において中国の攻勢が認識される中で、米国との同盟を選択すべ

きかを真剣に検討した『非同盟2.0』は、「中国と米国では中国の方が『直接的』競争関係に

あることから、米国との同盟が自然と結論しがちだが、それは時期尚早」という答えを出し

ている。その理由として挙げられるのは、「米中関係が好転した時のリスク」「中国がインド

の利益を脅かしたときに米国がどのような対応をとるのか不明」「中国をいたずらに刺激する

可能性」である。さらに、「米国は同盟国に対して過大な要求を突きつける」という同盟への

不信感が示され、同盟国が「戦略的自律性を失っている」と警鐘を鳴らしている（14）。

このように、米国との同盟という選択肢が却下される背景には、同盟の効果とコストの計

算だけでなく、戦略的自律性を喪失させる同盟そのものに対する不信と不安が存在する。そ

れゆえ、インドは米国との戦略的パートナーシップ強化が「中国封じ込めではない」という

メッセージを発信し続けていた。

米国との同盟を否定しながらも、東南アジア諸国連合（ASEAN）中心の地域制度に関与す

る過程でインドは、緩やかな対中バランシングを行ってきた。インドは2008年ごろから印中

国境に近い北東地域のインフラ建設を強化するが、北東地域をASEANへのゲートウェイと

位置付けることによって、ASEAN連結性プロジェクトと結びつけ、国境インフラ整備を「開

発」のオブラートに包んできた。しかし国境インフラ建設をめぐる競争は、バングラデシュ、

ネパールとの連結性をめぐる中国との競争に発展し、インドが「一帯一路」に対する反対の

立場を固める結果となる（15）。

海洋においても、2011年ベトナムにおける海洋資源開発に対する中国からの抗議を受けて

以降、ASEAN諸国の「航行の自由」の主張に同調し、2016年7月の南シナ海をめぐるフィリ

ピンと中国の仲裁判断に対しても、抑制された表現ながら判断支持を表明している（16）。

ASEANや日本との間で、航行の自由を含む法の支配という規範を共有するという発信は、モ

ディ政権のアクト・イースト政策が中国を包摂しないものへと変容しつつあることを示唆し

ている。

3 中国に対するより強い対応―メッセージの変化

上記のとおり、インド洋地域やASEAN地域において、インドと中国の関係は競争性を帯

びていたが、国境問題と米国やその同盟国との安全保障協力は別次元の問題であるとして、
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日米豪との連携が対中封じ込めを意味しないというメッセージを発し続けていた。しかし、

ガルワン危機以降のインドは、国境問題でインドの利益を保持することに関してより強い決

意を発信するとともに、中国に配慮して米国やその同盟国との連携を抑制することをやめて

いるように見える。

まず、決意の発信の強化について見る。2020年5月、シッキム州のナトゥーラで最初の衝

突が起こった当初、陸軍参謀長は「グローバルな問題とは関係ない。既存の枠組みで管理で

きている」と述べた（17）。つまり、地政学的な国際関係と国境問題の切り離し、信頼醸成枠組

みでの解決可という従来どおりのインド側のメッセージを伝えたのである。しかし、6月15

日夕刻にガルワン渓谷で起こった衝突についてインドは「中国側の一方的な現状変更の企図

の結果である」と断じ、中国側にインドと同様の「責任ある国境管理」を求めた（18）。インド

陸軍も「領土の一体性と主権を守る」という強いコミットメントを示した（19）。インド政府の

見解では、6月6日に両国軍団レベル指揮官会合で合意された内容を中国側が遵守していない

ところに大きな問題があった（20）。

指揮官会合や局長級の国境問題協議・調整メカニズム会合（WMCC）は継続されていたも

のの、その進展に不満を持つインドは、政治レベルで中国による「一方的現状変更」と「合

意違反」を公言するようになった（21）。ガルワン危機以降今日に至るまで、ジャイシャンカル

外相がスピーチやインタビューで発しているメッセージは、3点に収斂される。第1に、国境

問題を棚上げにして経済協力や多国間機構での協力は行わない。第2に、国境インフラの整

備や軍事力などの国力を強化する。第3に、経済安全保障でも対応する（22）。

次に、米国や同盟国との軍事協力に関する抑制的な態度の転換について見る。明らかな変

化が見られたのは、豪州との軍事協力である。2020年11月、アラビア海でインドが主催する

マラバールに豪州が参加したのは、これまで豪州の参加に難色を示してきたインドが態度を

変更したためと言われている（23）。米国との共同訓練が中国に与えるメッセージに関しても、

配慮することがなくなった。2022年11月、米印陸軍共同訓練Yudh Abhyasがインドのウッタ

ラカンド州で行われたが、LACから100kmほどの距離であることが、メディアで喧伝された

のは異例のことであった（24）。

また、政府は台湾との交流拡大に踏み出した。2020年5月、蔡英文総統の就任式典にイン

ド人民党（BJP）議員が初めてオンライン参加、7月にはインド・台北協会（ITA）代表部に、

米国担当外務局長を任命した（25）。台湾との経済関係も強化され、半導体産業の誘致も行われ

ている（26）。2023年に入ると、台湾海峡に関するオープンな議論もなされるようになり、8月

には陸海空軍の元参謀長がそろって台湾における安全保障会議に参加した（27）。「一つの中国

政策」堅持を確認していた時代は過去となった。

4 経済安全保障―自立とサプライチェーン協力

モディ政権は、2020年5月、新型コロナウイルス感染症に対応するための経済対策パッケ

ージを発表した際に「自立したインド（Atmanirbhar Bharat）」を打ち出した。グローバル・サ

プライチェーンに参画すると共に、輸入に依存しない産業構造に転換することを目指してい
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る（28）。コロナ禍と対中軍事衝突が重なることにより、中国への輸入依存からの脱却と、中国

に代替してグローバル・サプライチェーンの一角を占めるということが、経済安全保障上の

課題として強く意識されるようになった。

もともと、中国との貿易赤字の拡大に対する不満や、中国からの投資流入に対する警戒は

存在していた。2019年11月、地域的な包括的経済連携（RCEP）協定からの離脱を決めたの

も、中国からの輸入増加に対する懸念が、要因のひとつであった。2020年4月、国境を接す

る国からの海外直接投資（FDI）への政府審査を要求する措置がとられており、事実上は中国

からのFDIを規制するものと理解されていた。

コロナ禍に中国との軍事衝突が加わり、デカップリング論が隆盛する（29）。2020年6月、イ

ンド政府はIT法69条を根拠として、TikTok、ウィーチャット、UCブラウザ、PUBG（ロール

プレイングゲーム）など59のアプリの使用を禁止した（30）。モディ首相は自らWeiboの公式アカ

ウント上の5年分の投稿を削除した（31）。この措置は、国民にボイコット（不買運動）を呼びか

けつつ、通信分野での中国の規制をねらったものと言える。

感染症対策における国際協力を通してインドはQUADへの傾斜を強め、中国に対する経済

安全保障上の懸念を共有するようになる。米国の呼びかけで開催された、日米豪印にベトナ

ム、ニュージーランド、韓国を加えた外務次官級会合（電話・テレビ）の枠組みを、インド政

府は、「新しいグローバリゼーションのテンプレート」につながるものとして肯定的に評価し

た（32）。論者の間でも「QUADプラス」への参加は、中国への対抗と捉えるか、対中協力から

の離脱と捉えるかの相違はあるものの、総じて肯定的に評価された（33）。

QUADが経済安全保障協力へと移行することは、インドの利益に合致していた。2021年3

月の首脳会議で合意されたワクチン・パートナーシップは、インドのワクチン外交を後押し

するものであった（34）。2021年4月には、日豪印の経済産業大臣間でサプライチェーン強靭化

イニシアティブが合意された。2021年9月、日米豪印（QUAD）首脳会議の共同声明に、「サ

プライチェーン」の文言が初めて挿入された。インドが関心を持つ「ワクチン製造のための

サプライチェーン」「クリーンエネルギーのサプライチェーン」と、日米が関心を持つ半導体

を含む重要技術・物資のサプライチェーンが含まれる（35）。

サプライチェーンの脆弱性という共通の危機感は、インドにとって、中国からインドへの

サプライチェーン再配置の機会であり、「自立したインド」政策と合致する。2022年に入る

と、日印協力の文脈で「サプライチェーンの強靭化」が頻繁に言及されるようになる（36）。イ

ンドは隣国バングラデシュとの間でも「強靭なサプライチェーンの構築」を唱えている（37）。

さらに、サプライチェーン協力重視の観点からインド太平洋経済枠組み（IPEF）にも参加を

決めた。IPEF参加の理由は、貿易協定への参加を強制されないこと、RCEP離脱によって隔

絶された地域との経済連携の修復の可能性があることが挙げられるが、インドの識者は、

IPEFを中国の地域経済支配に対抗する枠組みと受け止めている（38）。

本稿で見てきたように、ガルワン危機後、インドの中国に対する対応として抽出できるの

は、第1にシグナリングの変化、第2に経済安全保障分野での日米豪との関係強化である。後

者を外的バランシングの強化と解釈すべきか、「自立」を目指した内的バランシングと解釈す
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べきかには、もう少し観察と検討を必要としよう。
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